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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

当社の連結製造子会社において、本来製造原価に計上すべき金額を仕掛品として計上する等の不適

切な会計処理が行なわれていたことが判明したため、当該不適切な処理内容について厳正な調査を行

い、中間連結財務諸表等及び中間財務諸表等の記載内容について見直しを行いました。 

その結果、当第83期中間連結会計期間の中間連結損益計算書においては、売上原価が５億６千７百

万円、販売費及び一般管理費が９百万円増加することとなり、売上総利益は５億６千７百万円減少、

営業利益、経常利益、税金等調整前中間純利益がそれぞれ５億７千６百万円減少し、中間純利益は７

億１千７百万円減少しました。また、中間連結貸借対照表に与える主な影響については、棚卸資産が

30億４千８百万円、有形固定資産が３億２千９百万円、純資産合計が42億７千万円それぞれ減少しま

した。 

また、個別業績では、関係会社投融資評価損失の計上により特別損失が７億３千１百万円増加した

こと等により、税引前中間純利益及び中間純利益がそれぞれ７億２千９百万円減少しました。 

これらを訂正するため、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき半期報告書の訂正報告書を提

出するものであります。 

なお、訂正後の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、新日本監査法人により監査を受け

ており、その監査報告書を添付しております。 
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２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1) 業績 

(2) 財政状態 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

② 中間連結損益計算書 

③ 中間連結剰余金計算書 

④ 中間連結株主資本等変動計算書 

⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

会計処理の変更 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(中間連結損益計算書関係) 

(１株当たり情報) 

２ 中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

② 中間損益計算書 

③ 中間株主資本等変動計算書 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

会計処理の変更 

注記事項  

(中間貸借対照表関係) 

(中間損益計算書関係) 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 
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第一部 【企業情報】 

 

第１ 【企業の概況】 

 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

(訂正前) 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日
至 平成18年
  ３月31日

売上高 (百万円) 76,578 79,213 76,240 157,462 161,744

経常利益 (百万円) 2,592 3,305 2,890 5,286 6,860

中間(当期)純利益 (百万円) 2,001 1,641 1,990 2,965 3,756

純資産額 (百万円) 50,695 53,132 61,300 51,726 58,644

総資産額 (百万円) 190,599 192,144 193,302 184,477 183,831

１株当たり純資産額 (円) 231.91 245.52 264.48 238.88 259.64

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 9.16 7.58 8.81 13.61 17.23

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 6.67 8.09 12.74 15.27

自己資本比率 (％) 26.6 27.7 30.9 28.0 31.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,332 △5,523 △4,177 6,350 4,338

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 10,474 △859 △2,420 8,758 △2,606

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,659 5,748 6,874 △18,390 △3,048

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 10,515 7,296 6,844 7,803 6,589

従業員数 (名) 6,682
6,733
(782)

6,796
(709)

6,665 
6,680
(778)

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第81期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしてお

りません。 

３ 従業員数欄の(  )内は、臨時従業員の平均雇用人員数を外数で記載しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第83期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 



ファイル名:010_0043000521812.doc 更新日時:2007/05/26 19:02 印刷日時:07/06/02 4:50 

― 5 ― 

(訂正後) 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日
至 平成18年
  ３月31日

売上高 (百万円) 76,578 79,213 76,240 157,462 161,744

経常利益 (百万円) 2,298 2,897 2,314 3,859 5,721

中間(当期)純利益 (百万円) 1,619 1,213 1,273 1,378 2,661

純資産額 (百万円) 49,442 50,246 57,029 49,268 55,092

総資産額 (百万円) 189,473 189,336 189,396 182,182 180,439

１株当たり純資産額 (円) 226.18 232.19 245.57 227.52 243.91

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 7.41 5.61 5.64 6.32 12.21

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 4.93 5.18 5.92 10.82

自己資本比率 (％) 26.1 26.5 29.3 27.1 30.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,332 △5,579 △4,177 6,303 4,016

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 10,474 △804 △2,420 8,805 △2,285

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,659 5,748 6,874 △18,390 △3,048

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 10,515 7,296 6,844 7,803 6,589

従業員数 (名) 6,682
6,733
(782)

6,796
(709)

6,665 
6,680
(778)

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第81期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしてお

りません。 

３ 従業員数欄の(  )内は、臨時従業員の平均雇用人員数を外数で記載しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第83期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

(訂正前) 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日
至 平成18年
  ３月31日

売上高 (百万円) 47,678 47,923 47,792 95,326 93,759

経常利益 (百万円) 1,389 2,391 2,038 3,418 3,820

中間(当期)純利益 (百万円) 1,030 1,864 1,773 2,110 3,898

資本金 (百万円) 22,534 22,534 22,784 22,534 22,784

発行済株式総数 (株) 225,054,088 225,054,088 226,536,329 225,054,088 226,536,329

純資産額 (百万円) 50,632 53,340 59,653 51,769 58,778

総資産額 (百万円) 136,042 135,339 138,466 140,044 140,490

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 37.2 39.4 43.1 37.0 41.8

従業員数 (名) 721 718 729 716 713

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、第83期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 
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(訂正後) 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日
至 平成18年
  ３月31日

売上高 (百万円) 47,678 47,923 47,792 95,326 93,759

経常利益 (百万円) 1,389 2,391 2,038 3,418 3,820

中間(当期)純利益 (百万円) 827 1,301 1,044 566 2,893

資本金 (百万円) 22,534 22,534 22,784 22,534 22,784

発行済株式総数 (株) 225,054,088 225,054,088 226,536,329 225,054,088 226,536,329

純資産額 (百万円) 50,076 50,879 56,021 49,871 55,875

総資産額 (百万円) 135,485 132,926 134,877 138,146 137,632

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 37.0 38.3 41.5 36.1 40.6

従業員数 (名) 721 718 729 716 713

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、第83期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 
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第２ 【事業の状況】 

 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

(訂正前) 

当中間期におけるわが国経済は、個人消費や設備投資などの内需や輸出の増加により、景気は

引続き緩やかな回復基調で推移しました。一方、経営環境は市場競争や原材料価格の高止まりな

ど、厳しい状況が続いております。 

 農業を取り巻く環境につきましては、日本農業は今大きな変革期を迎えております。本年６月、

「担い手経営安定新法」等、改革三法が成立し、７月には「経営所得安定対策等実施要綱」が決

定されました。農業の担い手育成が促進され、認定農業者の増加や集落営農の組織化が一段と加

速している中、農業政策の方向性を見極めようとする動きから、買い控えと見られる現象が生じ、

当中間期の国内農機市場は低調に推移しました。一方、業界全体の農機輸出は引続き堅調に推移

しました。 

 このような状況の中、当社グループは多様化する顧客ニーズに応える新商品を品揃えし、国内

はもとより輸出の拡大に努めてまいりましたが、当中間期の売上高は、前年同期比30億円減少し、

762億円（3.8％減少）となりました。このうち、国内売上高は農機市場の低調により、前年同期

比23億円減少し、675億円（3.3％減少）となりました。海外売上高は、前年同期比７億円減少し、

87億円（7.5％減少）となりました。 

 営業利益は、減収による粗利益減等により、前年同期比４億４百万円減少し、29億７千８百万

円（12.0％減少）となりました。 

 経常利益は、前年同期比４億１千５百万円減少し、28億９千万円（12.6％減少）となりました。

中間純利益は、法人税等の減少により、前年同期比３億４千９百万円増加し、19億９千万円

（21.3％増加）となりました。 

<後略> 

 

(訂正後) 

当中間期におけるわが国経済は、個人消費や設備投資などの内需や輸出の増加により、景気は

引続き緩やかな回復基調で推移しました。一方、経営環境は市場競争や原材料価格の高止まりな

ど、厳しい状況が続いております。 

 農業を取り巻く環境につきましては、日本農業は今大きな変革期を迎えております。本年６月、

「担い手経営安定新法」等、改革三法が成立し、７月には「経営所得安定対策等実施要綱」が決

定されました。農業の担い手育成が促進され、認定農業者の増加や集落営農の組織化が一段と加

速している中、農業政策の方向性を見極めようとする動きから、買い控えと見られる現象が生じ、

当中間期の国内農機市場は低調に推移しました。一方、業界全体の農機輸出は引続き堅調に推移

しました。 

 このような状況の中、当社グループは多様化する顧客ニーズに応える新商品を品揃えし、国内

はもとより輸出の拡大に努めてまいりましたが、当中間期の売上高は、前年同期比30億円減少し、

762億円（3.8％減少）となりました。このうち、国内売上高は農機市場の低調により、前年同期

比23億円減少し、675億円（3.3％減少）となりました。海外売上高は、前年同期比７億円減少し、

87億円（7.5％減少）となりました。 

 営業利益は、減収による粗利益減等により、前年同期比５億７千２百万円減少し、24億２百万

円（19.3％減少）となりました。 

 経常利益は、前年同期比５億８千３百万円減少し、23億１千４百万円（20.1％減少）となりま

した。中間純利益は、法人税等の減少により、ほぼ前年同期並みの12億７千３百万円（4.9％増

加）となりました。 

<後略> 
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(2) 財政状態 

(訂正前) 

1）財政状態 

 当中間期末の総資産は前年同期比12億円増加して1,933億円となりました。資産の部では、

流動資産は前年同期比15億円減少しました。主な内訳は売上減による受取手形及び売掛金の減

少45億円、棚卸資産の増加50億円、繰延税金資産など、その他流動資産の減少22億円でありま

す。固定資産は前年同期比27億円増加しました。有形固定資産が主に建設仮勘定の増加により

10億円、投資その他の資産が主に前払年金費用、繰延税金資産の増加により17億円、それぞれ

増加しております。負債合計は前年同期比55億円減少しました。有利子負債は新株予約権付社

債の新株予約権の行使等による社債33億円の減少、長期借入金の約定返済などにより、前年同

期比43億円減少しております。純資産は613億円となりました。自己資本比率は30.9％（前年

同期比3.2％増加）と改善しております。 

 

2）キャッシュ・フローの状況 

 中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、農機事業の季節性により例年支出となりま

す。当中間期は42億円の支出（前年同期比13億円の支出減）となりました。投資活動によるキ

ャッシュ・フローは、24億円の支出（前年同期比15億円の支出増）となりました。財務活動に

よるキャッシュ・フローは、長期資金の借入れ等を実行し、68億円の収入（前年同期比11億円

の収入増）となりました。   

 

(訂正後) 

1）財政状態 

 当中間期末の総資産はほぼ前年同期並みの1,894億円となりました。資産の部では、流動資

産は前年同期比24億円減少しました。主な内訳は売上減による受取手形及び売掛金の減少45億

円、棚卸資産の増加42億円、繰延税金資産など、その他流動資産の減少22億円であります。固

定資産は前年同期比24億円増加しました。有形固定資産が主に建設仮勘定の増加により７億円、

投資その他の資産が主に前払年金費用、繰延税金資産の増加により16億円、それぞれ増加して

おります。負債合計は前年同期比52億円減少しました。有利子負債は新株予約権付社債の新株

予約権の行使等による社債33億円の減少、長期借入金の約定返済などにより、前年同期比43億

円減少しております。純資産は570億円となりました。自己資本比率は29.3％（前年同期比

2.8％増加）と改善しております。 

 

2）キャッシュ・フローの状況 

 中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、農機事業の季節性により例年支出となりま

す。当中間期は42億円の支出（前年同期比14億円の支出減）となりました。投資活動によるキ

ャッシュ・フローは、24億円の支出（前年同期比16億円の支出増）となりました。財務活動に

よるキャッシュ・フローは、長期資金の借入れ等を実行し、68億円の収入（前年同期比11億円

の収入増）となりました。   
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第５ 【経理の状況】 

(訂正前) 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 

平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の中

間連結財務諸表並びに前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）及び当中間

会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の中間財務諸表について、新日本監査法

人により中間監査を受けております。 

 

(訂正後) 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 

平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の中

間連結財務諸表並びに前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）及び当中間

会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の中間財務諸表について、新日本監査法

人により中間監査を受けております。 

なお、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき、半期報告書の訂正報告書を提出しております

が、訂正後の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により監査を受け、改め

て監査報告書を受領しております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

(訂正前) 

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

   現金及び預金   7,715 7,293  6,971

   受取手形及び売掛金 ※７  44,499 40,033  34,742

   有価証券 ※２  239 23  146

   棚卸資産   42,014 47,004  42,486

   その他   5,722 3,767  5,689

   貸倒引当金   △669 △154  △126

   流動資産合計   99,522 51.8 97,968 50.7  89,910 48.9

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 
※１
※２

  

    建物及び構築物   15,028 15,196  15,044

    機械装置及び 
    運搬具   8,766 8,661  8,503

    土地   50,287 50,206  50,173

    その他   5,127 6,111  5,296

   有形固定資産合計   79,208 41.2 80,176 41.5  79,018 43.0

 ２ 無形固定資産    

    その他   1,026 1,059  1,036

   無形固定資産合計   1,026 0.5 1,059 0.5  1,036 0.6

 ３ 投資その他の資産    

    投資その他の資産 ※２  13,234 14,858  14,524

    貸倒引当金   △847 △759  △659

   投資その他の 
   資産合計   12,387 6.5 14,098 7.3  13,865 7.5

   固定資産合計   92,622 48.2 95,334 49.3  93,921 51.1

   資産合計   192,144 100 193,302 100  183,831 100
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前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

   支払手形及び買掛金 ※７  44,839 42,655  41,536

   短期借入金 ※２  28,086 27,185  19,885

   一年内に償還予定の 
   社債   100 140  100

   一年内に返済予定の 
   長期借入金 

※２  9,599 15,534  18,290

   賞与引当金   696 818  572

   その他 ※７  8,773 8,809  9,452

   流動負債合計   92,095 47.9 95,144 49.2  89,836 48.9

Ⅱ 固定負債    

   社債   11,360 8,065  8,135

   長期借入金 ※２  18,159 12,039  8,905

   再評価に係る 
   繰延税金負債 

  7,261 7,595  7,595

   退職給付引当金   4,655 5,044  4,809

   役員退職慰労引当金   212 276  258

   連結調整勘定   546 ─  449

   負ののれん   ─ 393  ─

   その他   3,193 3,442  3,637

   固定負債合計   45,388 23.6 36,857 19.1  33,790 18.4

   負債合計   137,484 71.5 132,001 68.3  123,627 67.3

(少数株主持分)    

   少数株主持分   1,527 0.8 ― ─  1,558 0.8

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   22,534 11.7 ― ─  22,784 12.4

Ⅱ 資本剰余金   11,693 6.1 ― ─  12,815 7.0

Ⅲ 利益剰余金   7,627 4.0 ― ─  9,760 5.3

Ⅳ 土地再評価差額金   10,891 5.7 ― ─  10,527 5.7

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

  2,369 1.2 ― ─  2,896 1.6

Ⅵ 為替換算調整勘定   △5 △0.0 ― ─  15 0.0

Ⅶ 自己株式   △1,978 △1.0 ― ─  △154 △0.1

   資本合計   53,132 27.7 ― ─  58,644 31.9

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

  192,144 100 ― ─  183,831 100
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前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金   ― ─ 22,784 11.8  ― ─

 ２ 資本剰余金   ― ─ 12,815 6.7  ― ─

 ３ 利益剰余金   ― ─ 11,073 5.7  ― ─

 ４ 自己株式   ― ─ △159 △0.1  ― ─

   株主資本合計   ― ─ 46,513 24.1  ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券 
   評価差額金   ― ─ 2,679 1.4  ― ─

 ２ 土地再評価差額金   ― ─ 10,527 5.4  ― ─

 ３ 為替換算調整勘定   ― ─ 14 0.0  ― ─

   評価・換算差額等 
   合計 

  ― ─ 13,220 6.8  ― ─

Ⅲ 少数株主持分   ― ─ 1,566 0.8  ― ─

   純資産合計   ― ─ 61,300 31.7  ― ─

   負債純資産合計   ― ─ 193,302 100  ― ─
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(訂正後) 

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

   現金及び預金   7,715 7,293  6,971

   受取手形及び売掛金 ※７  44,499 40,033  34,742

   有価証券 ※２  239 23  146

   棚卸資産   39,714 43,955  39,798

   その他   5,310 3,302  5,336

   貸倒引当金   △669 △154  △126

   流動資産合計   96,810 51.1 94,454 49.9  86,868 48.1

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 
※１
※２

  

    建物及び構築物   15,028 15,196  15,044

    機械装置及び 
    運搬具   8,766 8,661  8,503

    土地   50,287 50,206  50,173

    その他   5,030 5,782  4,946

   有形固定資産合計   79,111 41.8 79,846 42.1  78,668 43.6

 ２ 無形固定資産    

    その他   1,026 1,059  1,036

   無形固定資産合計   1,026 0.6 1,059 0.6  1,036 0.6

 ３ 投資その他の資産    

    投資その他の資産 ※２  13,234 14,795  14,524

    貸倒引当金   △847 △759  △659

   投資その他の 
   資産合計   12,387 6.5 14,036 7.4  13,865 7.7

   固定資産合計   92,525 48.9 94,942 50.1  93,570 51.9

   資産合計   189,336 100 189,396 100  180,439 100
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前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

   支払手形及び買掛金 ※７  44,839 42,974  41,621

   短期借入金 ※２  28,086 27,185  19,885

   一年内に償還予定の 
   社債   100 140  100

   一年内に返済予定の 
   長期借入金 

※２  9,599 15,534  18,290

   賞与引当金   696 818  572

   その他 ※７  8,793 8,855  9,473

   流動負債合計   92,115 48.7 95,509 50.4  89,943 49.8

Ⅱ 固定負債    

   社債   11,360 8,065  8,135

   長期借入金 ※２  18,159 12,039  8,905

   再評価に係る 
   繰延税金負債 

  7,261 7,595  7,595

   退職給付引当金   4,655 5,044  4,809

   役員退職慰労引当金   212 276  258

   連結調整勘定   546 ─  449

   負ののれん   ─ 393  ─

   その他   3,250 3,442  3,693

   固定負債合計   45,445 24.0 36,857 19.5  33,846 18.8

   負債合計   137,561 72.7 132,366 69.9  123,789 68.6

(少数株主持分)    

   少数株主持分   1,527 0.8 ― ─  1,558 0.9

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   22,534 11.9 ― ─  22,784 12.6

Ⅱ 資本剰余金   11,693 6.2 ― ─  12,815 7.1

Ⅲ 利益剰余金   4,741 2.5 ― ─  6,207 3.5

Ⅳ 土地再評価差額金   10,891 5.7 ― ─  10,527 5.8

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

  2,369 1.2 ― ─  2,896 1.6

Ⅵ 為替換算調整勘定   △5 △0.0 ― ─  15 0.0

Ⅶ 自己株式   △1,978 △1.0 ― ─  △154 △0.1

   資本合計   50,246 26.5 ― ─  55,092 30.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

  189,336 100 ― ─  180,439 100
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前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金   ― ─ 22,784 12.0  ― ─

 ２ 資本剰余金   ― ─ 12,815 6.8  ― ─

 ３ 利益剰余金   ― ─ 6,802 3.6  ― ─

 ４ 自己株式   ― ─ △159 △0.1  ― ─

   株主資本合計   ― ─ 42,243 22.3  ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券 
   評価差額金   ― ─ 2,679 1.4  ― ─

 ２ 土地再評価差額金   ― ─ 10,527 5.6  ― ─

 ３ 為替換算調整勘定   ― ─ 14 0.0  ― ─

   評価・換算差額等 
   合計 

  ― ─ 13,220 7.0  ― ─

Ⅲ 少数株主持分   ― ─ 1,566 0.8  ― ─

   純資産合計   ― ─ 57,029 30.1  ― ─

   負債純資産合計   ― ─ 189,396 100  ― ─
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② 【中間連結損益計算書】 

(訂正前) 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   79,213 100 76,240 100  161,744 100

Ⅱ 売上原価   52,912 66.8 50,570 66.3  107,958 66.7

   売上総利益   26,300 33.2 25,669 33.7  53,785 33.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  22,917 28.9 22,691 29.8  46,326 28.7

   営業利益   3,383 4.3 2,978 3.9  7,458 4.6

Ⅳ 営業外収益    

   受取利息  97 86 215 

   受取配当金  60 62 187 

   連結調整勘定償却額  107 ─ 215 

   負ののれん償却額  ─ 110 ─ 

   受取奨励金  128 100 276 

   不動産賃貸料  74 65 148 

   為替差益  147 93 260 

   その他  182 797 1.0 213 731 1.0 459 1,763 1.1

Ⅴ 営業外費用    

   支払利息  510 481 1,000 

   その他  364 875 1.1 337 818 1.1 1,361 2,361 1.5

   経常利益   3,305 4.2 2,890 3.8  6,860 4.2

Ⅵ 特別利益    

   固定資産売却益 ※２ 109 35 186 

   投資有価証券売却益  677 787 1.0 ─ 35 0.0 720 907 0.6

Ⅶ 特別損失    

   固定資産廃売却損 ※３ 189 114 412 

   減損損失 ※４ 382 25 505 

   ゴルフ会員権評価損  3 0 5 

   貸倒引当金繰入額  41 130 195 

   関係会社整理損 ※５ ― ─ 522 

   前期損益修正損 ※６ 177 ― 177 

   役員退職金  31 39 21 

   その他  37 864 1.1 3 313 0.4 100 1,940 1.2

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益   3,229 4.1 2,612 3.4  5,827 3.6

   法人税、住民税 
   及び事業税  1,476 559 1,655 

   法人税等調整額  86 1,563 2.0 48 608 0.8 364 2,020 1.2

   少数株主利益   24 0.0 13 0.0  50 0.1

   中間(当期)純利益   1,641 2.1 1,990 2.6  3,756 2.3
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(訂正後) 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   79,213 100 76,240 100  161,744 100

Ⅱ 売上原価   53,321 67.3 51,137 67.1  109,088 67.4

   売上総利益   25,892 32.7 25,102 32.9  52,656 32.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  22,917 28.9 22,700 29.8  46,337 28.7

   営業利益   2,975 3.8 2,402 3.1  6,319 3.9

Ⅳ 営業外収益    

   受取利息  97 86 215 

   受取配当金  60 62 187 

   連結調整勘定償却額  107 ─ 215 

   負ののれん償却額  ─ 110 ─ 

   受取奨励金  128 100 276 

   不動産賃貸料  74 65 148 

   為替差益  147 93 260 

   その他  182 797 1.0 213 731 1.0 459 1,763 1.1

Ⅴ 営業外費用    

   支払利息  510 481 1,000 

   その他  364 875 1.1 337 818 1.1 1,361 2,361 1.5

   経常利益   2,897 3.7 2,314 3.0  5,721 3.5

Ⅵ 特別利益    

   固定資産売却益 ※２ 109 35 186 

   投資有価証券売却益  677 787 1.0 ─ 35 0.1 720 907 0.6

Ⅶ 特別損失    

   固定資産廃売却損 ※３ 189 114 412 

   減損損失 ※４ 382 25 505 

   ゴルフ会員権評価損  3 0 5 

   貸倒引当金繰入額  41 130 195 

   関係会社整理損 ※５ ― ─ 522 

   前期損益修正損 ※６ 177 ― 177 

   役員退職金  31 39 21 

   その他  37 864 1.1 3 313 0.4 100 1,940 1.2

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益   2,821 3.6 2,036 2.7  4,688 2.9

   法人税、住民税 
   及び事業税  1,476 559 1,655 

   法人税等調整額  106 1,582 2.0 189 749 1.0 320 1,976 1.2

   少数株主利益   24 0.1 13 0.0  50 0.1

   中間(当期)純利益   1,213 1.5 1,273 1.7  2,661 1.6
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

(訂正前) 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  11,664  11,664

Ⅱ 資本剰余金増加高   

   増資による新株の発行  ― 250 

   自己株式処分差益  29 29 900 1,151

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高  11,693  12,815

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  6,829  6,829

Ⅱ 利益剰余金増加高   

   中間(当期)純利益  1,641 1,641 3,756 3,756

Ⅲ 利益剰余金減少高   

   配当金  649 649 

   土地再評価差額金取崩額  194 844 176 826

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高  7,627  9,760

   

 

(訂正後) 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  11,664  11,664

Ⅱ 資本剰余金増加高   

   増資による新株の発行  ― 250 

   自己株式処分差益  29 29 900 1,151

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高  11,693  12,815

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  4,372  4,372

Ⅱ 利益剰余金増加高   

   中間(当期)純利益  1,213 1,213 2,661 2,661

Ⅲ 利益剰余金減少高   

   配当金  649 649 

   土地再評価差額金取崩額  194 844 176 826

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高  4,741  6,207

   

 



ファイル名:040_0043000521812.doc 更新日時:2007/05/26 19:02 印刷日時:07/06/02 4:51 

― 20 ― 

④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

(訂正前) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 22,784 12,815 9,760 △154 45,206

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 (注) ― ─ △677 ― △677

 中間純利益 ― ― 1,990 ― 1,990

 自己株式の取得 ― ― ― △5 △5

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
― ― 1,313 △5 1,307

平成18年９月30日残高(百万円) 22,784 12,815 11,073 △159 46,513

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等 
合計 

少数株主 
持分 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,896 10,527 15 13,438 1,558 60,203

中間連結会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 (注) ─ ─ ─ ─ ─ △677

 中間純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 1,990

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △5

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
△217 ─ △1 △218 7 △210

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
△217 ─ △1 △218 7 1,097

平成18年９月30日残高(百万円) 2,679 10,527 14 13,220 1,566 61,300

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(訂正後) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 22,784 12,815 6,207 △154 41,653

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 (注) ― ─ △677 ― △677

 中間純利益 ― ― 1,273 ― 1,273

 自己株式の取得 ― ― ― △5 △5

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
― ― 595 △5 590

平成18年９月30日残高(百万円) 22,784 12,815 6,802 △159 42,243

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等 
合計 

少数株主 
持分 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,896 10,527 15 13,438 1,558 56,650

中間連結会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 (注) ─ ─ ─ ─ ─ △677

 中間純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 1,273

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △5

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
△217 ─ △1 △218 7 △210

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
△217 ─ △1 △218 7 379

平成18年９月30日残高(百万円) 2,679 10,527 14 13,220 1,566 57,029

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

(訂正前) 

  

 
前中間連結会計期間

 
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

 
当中間連結会計期間 

 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 3,229 2,612 5,827

減価償却費  1,949 1,798 3,910

減損損失  382 25 505

連結調整勘定償却額  △107 ─ △215

負ののれん償却額  ─ △110 ―

退職給付引当金の増加額  141 234 295

投資有価証券売却損益  △677 ― △720

ゴルフ会員権評価損  3 0 5

受取利息及び受取配当金  △157 △148 △403

支払利息  510 481 1,000

為替差損益  28 16 74
有形・無形固定資産 
売却損益 

 79 78 225

関係会社整理損  ― ― 522
売上債権の増減額 
(増加は△) 

 △7,772 △5,163 862

棚卸資産の増加額  △965 △4,400 △1,535
仕入債務の増減額 
(減少は△) 

 236 1,135 △3,066

その他  △105 117 718

    小計  △3,224 △3,321 8,005

利息及び配当金の受取額  157 145 404

利息の支払額  △506 △472 △1,000

法人税等の支払額  △1,950 △1,106 △3,071

法人税等の還付額  ― 575 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,523 △4,177 4,338

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

有価証券の取得による支出  △3 △21 △4

有価証券の売却による収入  188 145 282

有形・無形固定資産の 
取得による支出 

 △2,685 △2,999 △5,651

有形・無形固定資産の 
売却による収入 

 688 552 1,646

投資有価証券の取得による 
支出 

 △0 △100 △0

投資有価証券の売却による 
収入 

 858 ─ 943

連結の範囲の変更を伴う子 
会社株式の取得による支出 

 ─ △276 ─

貸付金の純増減額 
(増加は△) 

 22 △16 8

定期預金の純増減額 
(増加は△) 

 △19 △66 16

その他  91 362 151

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △859 △2,420 △2,606
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前中間連結会計期間

 
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

 
当中間連結会計期間 

 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
(減少は△) 

 7,734 7,303 △470

長期借入れによる収入  1,887 6,840 4,966

長期借入金の返済による 
支出 

 △4,219 △6,503 △7,861

社債の発行による収入  1,000 ─ 1,000

社債の償還による支出  △20 △80 △40

自己株式の取得による支出  △37 △5 △46

自己株式の売却による収入  56 ─ 56

配当金の支払額  △649 △677 △649

その他  △3 △3 △3

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,748 6,874 △3,048

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △19 △20 △44

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少は△) 

 △654 254 △1,361

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 7,803 6,589 7,803

Ⅶ 合併による現金及び 
現金同等物の増加額 

 147 ─ 147

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 7,296 6,844 6,589
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(訂正後) 

  

 
前中間連結会計期間

 
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

 
当中間連結会計期間 

 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 2,821 2,036 4,688

減価償却費  1,944 1,777 3,892

減損損失  382 25 505

連結調整勘定償却額  △107 ─ △215

負ののれん償却額  ─ △110 ―

退職給付引当金の増加額  141 234 295

投資有価証券売却損益  △677 ― △720

ゴルフ会員権評価損  3 0 5

受取利息及び受取配当金  △157 △148 △403

支払利息  510 481 1,000

為替差損益  28 16 74
有形・無形固定資産 
売却損益 

 79 78 225

関係会社整理損  ― ― 522
売上債権の増減額 
(増加は△) 

 △7,772 △5,163 862

棚卸資産の増加額  △607 △4,038 △790
仕入債務の増減額 
(減少は△) 

 236 1,369 △2,981

その他  △105 118 725

    小計  △3,280 △3,321 7,683

利息及び配当金の受取額  157 145 404

利息の支払額  △506 △472 △1,000

法人税等の支払額  △1,950 △1,106 △3,071

法人税等の還付額  ― 575 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,579 △4,177 4,016

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

有価証券の取得による支出  △3 △21 △4

有価証券の売却による収入  188 145 282

有形・無形固定資産の 
取得による支出 

 △2,629 △2,999 △5,330

有形・無形固定資産の 
売却による収入 

 688 552 1,646

投資有価証券の取得による 
支出 

 △0 △100 △0

投資有価証券の売却による 
収入 

 858 ─ 943

連結の範囲の変更を伴う子 
会社株式の取得による支出 

 ─ △276 ─

貸付金の純増減額 
(増加は△) 

 22 △16 8

定期預金の純増減額 
(増加は△) 

 △19 △66 16

その他  91 362 151

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △804 △2,420 △2,285
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前中間連結会計期間

 
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

 
当中間連結会計期間 

 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
(減少は△) 

 7,734 7,303 △470

長期借入れによる収入  1,887 6,840 4,966

長期借入金の返済による 
支出 

 △4,219 △6,503 △7,861

社債の発行による収入  1,000 ─ 1,000

社債の償還による支出  △20 △80 △40

自己株式の取得による支出  △37 △5 △46

自己株式の売却による収入  56 ─ 56

配当金の支払額  △649 △677 △649

その他  △3 △3 △3

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,748 6,874 △3,048

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △19 △20 △44

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少は△) 

 △654 254 △1,361

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 7,803 6,589 7,803

Ⅶ 合併による現金及び 
現金同等物の増加額 

 147 ─ 147

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 7,296 6,844 6,589
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会計処理の変更 

(訂正前) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資
産の減損に係る会計基準」(「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」(企業会計審議会 
平成14年８月９日))及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第６
号)を適用しております。 
 これにより営業利益及び経常利益
が１百万円増加し、税金等調整前中
間純利益が380百万円減少しており
ます。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間連結財務諸表規則
に基づき、当該各資産の金額から直
接控除しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 平
成17年12月９日 企業会計基準第５
号)及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号)を適用しております。 
従来の資本の部の合計に相当する金
額は、59,734百万円であります。 
なお、当中間連結会計期間における
中間連結貸借対照表の純資産の部に
ついては、中間連結財務諸表規則の
改正に伴い、改正後の中間連結財務
諸表規則により作成しております。

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」(企業会計審議会 平成
14年８月９日))及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」(企
業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第６号)
を適用しております。 
 これにより税金等調整前当期純利
益が505百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の連結財務諸表規則に基
づき、当該各資産の金額から直接控
除しております。 

 

(訂正後) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資
産の減損に係る会計基準」(「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」(企業会計審議会 
平成14年８月９日))及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第６
号)を適用しております。 
 これにより営業利益及び経常利益
が１百万円増加し、税金等調整前中
間純利益が380百万円減少しており
ます。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間連結財務諸表規則
に基づき、当該各資産の金額から直
接控除しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 平
成17年12月９日 企業会計基準第５
号)及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号)を適用しております。 
従来の資本の部の合計に相当する金
額は、55,463百万円であります。 
なお、当中間連結会計期間における
中間連結貸借対照表の純資産の部に
ついては、中間連結財務諸表規則の
改正に伴い、改正後の中間連結財務
諸表規則により作成しております。

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」(企業会計審議会 平成
14年８月９日))及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」(企
業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第６号)
を適用しております。 
 これにより税金等調整前当期純利
益が505百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の連結財務諸表規則に基
づき、当該各資産の金額から直接控
除しております。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(訂正前) 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

85,317百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

86,866百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

85,962百万円

 

(訂正後) 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

85,311百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

86,827百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

85,944百万円
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(中間連結損益計算書関係) 

(訂正前) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

広告宣伝費 598百万円 

荷造運送費 2,003百万円 

役員従業員 
給与諸手当 

9,585百万円 

賞与 1,201百万円 

退職給付費用 931百万円 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

25百万円 

減価償却費 685百万円 
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

広告宣伝費 632百万円

荷造運送費 1,882百万円

役員従業員 
給与諸手当 

9,519百万円

賞与 1,243百万円

退職給付費用 921百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

26百万円

減価償却費 616百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

広告宣伝費 1,374百万円

荷造運送費 3,879百万円

役員従業員 
給与諸手当 

19,309百万円

賞与 3,250百万円

退職給付費用 1,887百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

85百万円

減価償却費 1,348百万円
 

 

(訂正後) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

広告宣伝費 598百万円 

荷造運送費 2,003百万円 

役員従業員 
給与諸手当 

9,585百万円 

賞与 1,201百万円 

退職給付費用 931百万円 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

25百万円 

減価償却費 685百万円 
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

広告宣伝費 632百万円

荷造運送費 1,882百万円

役員従業員 
給与諸手当 

9,528百万円

賞与 1,243百万円

退職給付費用 921百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

26百万円

減価償却費 616百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

広告宣伝費 1,374百万円

荷造運送費 3,879百万円

役員従業員 
給与諸手当 

19,320百万円

賞与 3,250百万円

退職給付費用 1,887百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

85百万円

減価償却費 1,348百万円
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(１株当たり情報) 

(訂正前) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 245.52円
 

１株当たり純資産額 264.48円
 

１株当たり純資産額 259.64円
 

１株当たり中間純利益 7.58円
 

１株当たり中間純利益 8.81円
 

１株当たり当期純利益 17.23円
 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益                        6.67円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益                        8.09円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益                       15.27円

(注) １ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益  

中間連結(連結)損益計算書上の 
中間(当期)純利益（百万円） 

1,641 1,990 3,756

普通株式に係る中間(当期) 
純利益（百万円） 

1,641 1,990 3,756

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 216,433,707 225,862,188 217,996,080

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

 

中間(当期)純利益調整額（百万円） ― ─ ─

普通株式増加数（株） 29,585,798 20,103,550 28,005,423

（うち 新株予約権（株）） (29,585,798) (20,103,550) (28,005,423)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要 

― ─ ─

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） ― 61,300 ―

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円） 

― 1,566 ―

（うち 少数株主持分（百万円）） ― ( 1,566) ―

普通株式に係る中間期末の純資産額 
（百万円） 

― 59,734 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た中間期末の普通株式の数（株） 

― 225,856,581 ―
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(訂正後) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 232.19円
 

１株当たり純資産額 245.57円
 

１株当たり純資産額 243.91円
 

１株当たり中間純利益 5.61円
 

１株当たり中間純利益 5.64円
 

１株当たり当期純利益 12.21円
 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益                        4.93円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益                        5.18円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益                       10.82円

(注) １ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益  

中間連結(連結)損益計算書上の 
中間(当期)純利益（百万円） 

1,213 1,273 2,661

普通株式に係る中間(当期) 
純利益（百万円） 

1,213 1,273 2,661

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 216,433,707 225,862,188 217,996,080

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

 

中間(当期)純利益調整額（百万円） ― ─ ─

普通株式増加数（株） 29,585,798 20,103,550 28,005,423

（うち 新株予約権（株）） (29,585,798) (20,103,550) (28,005,423)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要 

― ─ ─

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） ― 57,029 ―

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円） 

― 1,566 ―

（うち 少数株主持分（百万円）） ― ( 1,566) ―

普通株式に係る中間期末の純資産額 
（百万円） 

― 55,463 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た中間期末の普通株式の数（株） 

― 225,856,581 ―
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

(訂正前) 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

   現金及び預金   2,241 2,660  2,481

   受取手形 ※５  7,418 5,466  7,358

   売掛金   25,177 27,016  24,889

   棚卸資産   12,545 15,039  14,890

   短期貸付金   19,511 15,942  17,051

   その他 ※２  1,944 1,638  3,748

   貸倒引当金   △266 △40  △40

   流動資産合計   68,573 50.7 67,724 48.9  70,379 50.1

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 
※１
※２

  

    建物   3,299 3,119  3,199

    機械装置   3,404 3,078  3,203

    土地   25,530 25,334  25,334

    その他   2,065 2,434  1,911

    有形固定資産計   34,300 25.3 33,966 24.5  33,649 24.0

 ２ 無形固定資産   560 0.4 622 0.5  591 0.4

 ３ 投資その他の資産    

    投資有価証券 ※２  8,202 8,744  9,104

    関係会社株式 ※２  21,116 23,112  23,112

    その他   7,271 4,677  4,305

    貸倒引当金   △4,685 △381  △653

    投資その他の 
    資産計   31,905 23.6 36,153 26.1  35,869 25.5

   固定資産合計   66,766 49.3 70,742 51.1  70,110 49.9

   資産合計   135,339 100 138,466 100  140,490 100
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

   支払手形 ※５  18,879 18,338  18,086

   買掛金   9,922 10,618  12,946

   短期借入金 ※２  6,160 4,800  6,060

   一年内に返済予定の 
   長期借入金 

※２  6,589 12,342  15,350

   未払法人税等   849 244  74

   その他 ※５  4,286 6,187  5,227

   流動負債合計   46,688 34.5 52,531 37.9  57,745 41.1

Ⅱ 固定負債    

   社債   11,000 7,795  7,795

   長期借入金   12,862 6,203  3,828

   再評価に係る 
   繰延税金負債 

  7,261 7,595  7,595

   退職給付引当金   1,269 1,534  1,416

   役員退職慰労引当金   170 204  192

   その他   2,747 2,949  3,137

   固定負債合計   35,310 26.1 26,281 19.0  23,965 17.1

   負債合計   81,998 60.6 78,813 56.9  81,711 58.2

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   22,534 16.7 ― ―  22,784 16.2

Ⅱ 資本剰余金    

   資本準備金  10,744 ― 10,994 

   その他資本剰余金  1,500 ― 2,371 

   資本剰余金合計   12,244 9.0 ― ―  13,366 9.5

Ⅲ 利益剰余金    

   中間(当期) 
   未処分利益 

 7,319 ― 9,371 

   利益剰余金合計   7,319 5.4 ― ―  9,371 6.7

Ⅳ 土地再評価差額金   10,891 8.1 ― ―  10,527 7.5

Ⅴ その他有価証券評価 
  差額金 

  2,328 1.7 ― ―  2,883 2.0

Ⅵ 自己株式   △1,978 △1.5 ― ―  △154 △0.1

   資本合計   53,340 39.4 ― ―  58,778 41.8

   負債・資本合計   135,339 100 ― ―  140,490 100
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金   ― ― 22,784 16.5  ― ―

 ２ 資本剰余金    

  (1)資本準備金  ─ 10,994 ─ 

  (2)その他資本剰余金  ─ 2,371 ─ 

  資本剰余金合計   ─ ─ 13,366 9.6  ─ ─

 ３ 利益剰余金    

  (1)その他利益剰余金    

    繰越利益剰余金  ─ 10,467 ─ 

  利益剰余金合計   ─ ─ 10,467 7.6  ─ ─

 ４ 自己株式   ― ― △159 △0.1  ― ―

   株主資本合計   ― ― 46,459 33.6  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券 
   評価差額金 

  ― ― 2,667 1.9  ― ―

 ２ 土地再評価差額金   ― ― 10,527 7.6  ― ―

   評価・換算差額等 
   合計 

  ― ― 13,194 9.5  ― ―

   純資産合計   ― ― 59,653 43.1  ― ―

   負債純資産合計   ― ― 138,466 100  ― ―
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(訂正後) 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

   現金及び預金   2,241 2,660  2,481

   受取手形 ※５  7,418 5,466  7,358

   売掛金   25,177 27,016  24,889

   棚卸資産   12,545 15,039  14,890

   短期貸付金   19,511 15,942  17,051

   その他 ※２  1,944 1,638  3,748

   貸倒引当金   △266 △40  △40

   流動資産合計   68,573 51.6 67,724 50.2  70,379 51.1

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 
※１
※２

  

    建物   3,299 3,119  3,199

    機械装置   3,404 3,078  3,203

    土地   25,530 25,334  25,334

    その他   2,065 2,434  1,911

    有形固定資産計   34,300 25.8 33,966 25.2  33,649 24.5

 ２ 無形固定資産   560 0.4 622 0.5  591 0.4

 ３ 投資その他の資産    

    投資有価証券 ※２  8,202 8,744  9,104

    関係会社株式 ※２  19,516 21,138  21,512

    その他   7,271 4,677  4,305

    貸倒引当金   △5,498 △1,996  △1,911

    投資その他の 
    資産計   29,492 22.2 32,564 24.1  33,011 24.0

   固定資産合計   64,352 48.4 67,153 49.8  67,252 48.9

   資産合計   132,926 100 134,877 100  137,632 100
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

   支払手形 ※５  18,879 18,338  18,086

   買掛金   9,922 10,618  12,946

   短期借入金 ※２  6,160 4,800  6,060

   一年内に返済予定の 
   長期借入金 

※２  6,589 12,342  15,350

   未払法人税等   849 244  74

   その他 ※５  4,286 6,187  5,227

   流動負債合計   46,688 35.1 52,531 39.0  57,745 42.0

Ⅱ 固定負債    

   社債   11,000 7,795  7,795

   長期借入金   12,862 6,203  3,828

   再評価に係る 
   繰延税金負債 

  7,261 7,595  7,595

   退職給付引当金   1,269 1,534  1,416

   役員退職慰労引当金   170 204  192

   債務保証損失引当金   47 43  45

   その他   2,747 2,949  3,137

   固定負債合計   35,358 26.6 26,324 19.5  24,010 17.4

   負債合計   82,046 61.7 78,856 58.5  81,756 59.4

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   22,534 17.0 ― ―  22,784 16.6

Ⅱ 資本剰余金    

   資本準備金  10,744 ― 10,994 

   その他資本剰余金  1,500 ― 2,371 

   資本剰余金合計   12,244 9.2 ― ―  13,366 9.7

Ⅲ 利益剰余金    

   中間(当期) 
   未処分利益 

 4,859 ― 6,468 

   利益剰余金合計   4,859 3.7 ― ―  6,468 4.7

Ⅳ 土地再評価差額金   10,891 8.2 ― ―  10,527 7.6

Ⅴ その他有価証券評価 
  差額金 

  2,328 1.7 ― ―  2,883 2.1

Ⅵ 自己株式   △1,978 △1.5 ― ―  △154 △0.1

   資本合計   50,879 38.3 ― ―  55,875 40.6

   負債・資本合計   132,926 100 ― ―  137,632 100
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金   ― ― 22,784 16.9  ― ―

 ２ 資本剰余金    

  (1)資本準備金  ─ 10,994 ─ 

  (2)その他資本剰余金  ─ 2,371 ─ 

  資本剰余金合計   ─ ─ 13,366 9.9  ─ ─

 ３ 利益剰余金    

  (1)その他利益剰余金    

    繰越利益剰余金  ─ 6,835 ─ 

  利益剰余金合計   ─ ─ 6,835 5.0  ─ ─

 ４ 自己株式   ― ― △159 △0.1  ― ―

   株主資本合計   ― ― 42,826 31.7  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券 
   評価差額金 

  ― ― 2,667 2.0  ― ―

 ２ 土地再評価差額金   ― ― 10,527 7.8  ― ―

   評価・換算差額等 
   合計 

  ― ― 13,194 9.8  ― ―

   純資産合計   ― ― 56,021 41.5  ― ―

   負債純資産合計   ― ― 134,877 100  ― ―
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② 【中間損益計算書】 

(訂正前) 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   47,923 100 47,792 100  93,759 100

Ⅱ 売上原価   38,981 81.3 39,517 82.7  76,611 81.7

   売上総利益   8,942 18.7 8,274 17.3  17,148 18.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費   7,062 14.8 6,654 13.9  14,016 15.0

   営業利益   1,880 3.9 1,620 3.4  3,131 3.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,464 3.1 1,165 2.4  2,901 3.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  953 2.0 747 1.5  2,213 2.3

   経常利益   2,391 5.0 2,038 4.3  3,820 4.1

Ⅵ 特別利益 ※３  697 1.4 294 0.6  729 0.8

Ⅶ 特別損失 
※４
※５

 194 0.4 276 0.6  893 1.0

   税引前中間(当期) 
   純利益   2,894 6.0 2,057 4.3  3,656 3.9

  法人税、住民税 
  及び事業税  782 128 24 

  法人税等調整額  246 1,029 2.1 154 283 0.6 △266 △242 △0.3

   中間(当期)純利益   1,864 3.9 1,773 3.7  3,898 4.2

  前期繰越利益   5,649 ―  5,649

  土地再評価差額金取崩 
  額 

  △194 ―  △176

   中間(当期)未処分 
   利益   7,319 ―  9,371
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(訂正後) 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   47,923 100 47,792 100  93,759 100

Ⅱ 売上原価   38,981 81.3 39,517 82.7  76,611 81.7

   売上総利益   8,942 18.7 8,274 17.3  17,148 18.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費   7,062 14.8 6,654 13.9  14,016 15.0

   営業利益   1,880 3.9 1,620 3.4  3,131 3.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,464 3.1 1,165 2.4  2,901 3.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  953 2.0 747 1.5  2,213 2.3

   経常利益   2,391 5.0 2,038 4.3  3,820 4.1

Ⅵ 特別利益 ※３  697 1.4 296 0.6  731 0.7

Ⅶ 特別損失 
※４
※５

 757 1.6 1,007 2.1  1,900 2.0

   税引前中間(当期) 
   純利益   2,331 4.8 1,327 2.8  2,650 2.8

  法人税、住民税 
  及び事業税  782 128 24 

  法人税等調整額  246 1,029 2.1 154 283 0.6 △266 △242 △0.3

   中間(当期)純利益   1,301 2.7 1,044 2.2  2,893 3.1

  前期繰越利益   3,751 ―  3,751

  土地再評価差額金取崩 
  額 

  △194 ―  △176

   中間(当期)未処分 
   利益   4,859 ―  6,468

 



ファイル名:080_0043000521812.doc 更新日時:2007/05/27 21:32 印刷日時:07/06/02 4:51 

― 39 ― 

③ 【中間株主資本等変動計算書】 

(訂正前) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他 

利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 22,784 10,994 2,371 13,366 9,371 9,371

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 (注) ─ ─ ─ ─ △677 △677

 中間純利益 ─ ─ ─ ─ 1,773 1,773

 自己株式の取得 ― ― ― ― ─ ―

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
─ ─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― ― ― ― 1,096 1,096

平成18年９月30日残高(百万円) 22,784 10,994 2,371 13,366 10,467 10,467

 

株主資本 評価・換算差額等 

 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等 

合計 

純資産 

合計 

平成18年３月31日残高(百万円) △154 45,368 2,883 10,527 13,410 58,778

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 (注) ─ △677 ─ ─ ─ △677

 中間純利益 ─ 1,773 ─ ─ ─ 1,773

 自己株式の取得 △5 △5 ― ― ─ △5

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
─ ─ △216 ― △216 △216

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△5 1,090 △216 ― △216 874

平成18年９月30日残高(百万円) △159 46,459 2,667 10,527 13,194 59,653

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(訂正後) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他 

利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 22,784 10,994 2,371 13,366 6,468 6,468

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 (注) ─ ─ ─ ─ △677 △677

 中間純利益 ─ ─ ─ ─ 1,044 1,044

 自己株式の取得 ― ― ― ― ─ ―

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
─ ─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― ― ― ― 367 367

平成18年９月30日残高(百万円) 22,784 10,994 2,371 13,366 6,835 6,835

 

株主資本 評価・換算差額等 

 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等 

合計 

純資産 

合計 

平成18年３月31日残高(百万円) △154 42,465 2,883 10,527 13,410 55,875

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 (注) ─ △677 ─ ─ ─ △677

 中間純利益 ─ 1,044 ─ ─ ─ 1,044

 自己株式の取得 △5 △5 ― ― ─ △5

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
─ ─ △216 ― △216 △216

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△5 361 △216 ― △216 145

平成18年９月30日残高(百万円) △159 42,826 2,667 10,527 13,194 56,021

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

(訂正前) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。 

   なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理して

おります。 

   また、数理計算上の差異

については、各事業年度

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間の年数によ

る定額法により翌事業年

度から費用処理しており

ます。 

 (2) 退職給付引当金 

    同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

   なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理して

おります。 

   また、数理計算上の差異

については、各事業年度

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間の年数によ

る定額法によりそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を

計上しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

    同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基

づく要支給額を計上して

おります。 
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(訂正後) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理して

おります。 

また、数理計算上の差異

については、各事業年度

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間の年数によ

る定額法により翌事業年

度から費用処理しており

ます。 

 (2) 退職給付引当金 

    同左 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理して

おります。 

また、数理計算上の差異

については、各事業年度

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間の年数によ

る定額法によりそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を

計上しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

    同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基

づく要支給額を計上して

おります。 

 (4) 債務保証損失引当金 

債務保証等による損失に

備えるため、被保証者の

財政状態等を勘案し、損

失負担見込額を計上して

おります。 

 (4) 債務保証損失引当金 

    同左 

 (4) 債務保証損失引当金 

 同左 
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会計処理の変更 

(訂正前) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 
 当中間会計期間から「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」(企業会計審議会 平成
14年８月９日))及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」(企
業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第６号)
を適用しております。 
 これにより営業利益及び経常利益
が１百万円増加し、税引前中間純利
益が155百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間財務諸表等規則に
基づき、当該各資産の金額から直接
控除しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号)
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第８
号)を適用しております。 
従来の資本の部の合計に相当する金
額は、59,653百万円であります。 
なお、当中間会計期間における中間
貸借対照表の純資産の部について
は、中間財務諸表等規則の改正に伴
い、改正後の中間財務諸表等規則に
より作成しております。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 
 当事業年度から「固定資産の減損
に係る会計基準」(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会 平成14年
８月９日))及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第６号)を適
用しております。 
 これにより税引前当期純利益が
280百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の財務諸表等規則に基づ
き、当該各資産の金額から直接控除
しております。 

 

(訂正後) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 
 当中間会計期間から「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」(企業会計審議会 平成
14年８月９日))及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」(企
業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第６号)
を適用しております。 
 これにより営業利益及び経常利益
が１百万円増加し、税引前中間純利
益が155百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間財務諸表等規則に
基づき、当該各資産の金額から直接
控除しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号)
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第８
号)を適用しております。 
従来の資本の部の合計に相当する金
額は、56,021百万円であります。 
なお、当中間会計期間における中間
貸借対照表の純資産の部について
は、中間財務諸表等規則の改正に伴
い、改正後の中間財務諸表等規則に
より作成しております。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 
 当事業年度から「固定資産の減損
に係る会計基準」(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会 平成14年
８月９日))及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第６号)を適
用しております。 
 これにより税引前当期純利益が
280百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の財務諸表等規則に基づ
き、当該各資産の金額から直接控除
しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

(訂正前) 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

 ３ 保証債務 
   関係会社等の金融機関借入に
対する保証 

㈱ヰセキ東北 6,249百万円

東日本農機具 
協同組合 

4,139百万円

㈱ヰセキ中国 3,344百万円

西日本農機具
協同組合 

2,430百万円

茨城ヰセキ 
販売㈱ 

1,950百万円

㈱井関松山 
製造所 

1,821百万円

近畿農機具 
商業協同組合 

1,475百万円

東海農機具 
商業協同組合 

1,030百万円

その他 4,682百万円

計 27,121百万円

(内保証予約 368百万円)
 

 ３ 保証債務 
   関係会社等の金融機関借入に
対する保証 

㈱ヰセキ東北 5,625百万円

東日本農機具
協同組合 

4,139百万円

㈱ヰセキ中国 3,272百万円

西日本農機具
協同組合 

2,430百万円

茨城ヰセキ 
販売㈱ 

1,825百万円

㈱井関松山 
製造所 

1,803百万円

近畿農機具 
商業協同組合

1,512百万円

東海農機具 
商業協同組合

1,030百万円

その他 4,338百万円

計 25,976百万円

(内保証予約 346百万円)
 

 ３ 保証債務 
   関係会社等の金融機関借入に
対する保証 

㈱ヰセキ東北 4,834百万円

東日本農機具 
協同組合 

4,139百万円

㈱ヰセキ中国 3,124百万円

西日本農機具 
協同組合 

2,430百万円

㈱井関松山製
造所 

1,834百万円

茨城ヰセキ 
販売㈱ 

1,755百万円

近畿農機具 
商業協同組合 

1,512百万円

東海農機具 
商業協同組合 

1,030百万円

その他 4,127百万円

計 24,787百万円

(内保証予約 379百万円)
 

 

(訂正後) 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

 ３ 保証債務 
   関係会社等の金融機関借入に
対する保証 

㈱ヰセキ東北 6,249百万円

東日本農機具 
協同組合 

4,139百万円

㈱ヰセキ中国 3,344百万円

西日本農機具
協同組合 

2,430百万円

茨城ヰセキ 
販売㈱ 

1,950百万円

㈱井関松山 
製造所 

1,821百万円

近畿農機具 
商業協同組合 

1,475百万円

東海農機具 
商業協同組合 

1,030百万円

その他 4,635百万円

計 27,074百万円

(内保証予約 321百万円)
 

 ３ 保証債務 
   関係会社等の金融機関借入に
対する保証 

㈱ヰセキ東北 5,625百万円

東日本農機具
協同組合 

4,139百万円

㈱ヰセキ中国 3,272百万円

西日本農機具
協同組合 

2,430百万円

茨城ヰセキ 
販売㈱ 

1,825百万円

㈱井関松山 
製造所 

1,803百万円

近畿農機具 
商業協同組合

1,512百万円

東海農機具 
商業協同組合

1,030百万円

その他 4,295百万円

計 25,933百万円

(内保証予約 303百万円)
 

 ３ 保証債務 
   関係会社等の金融機関借入に
対する保証 

㈱ヰセキ東北 4,834百万円

東日本農機具 
協同組合 

4,139百万円

㈱ヰセキ中国 3,124百万円

西日本農機具 
協同組合 

2,430百万円

㈱井関松山製
造所 

1,834百万円

茨城ヰセキ 
販売㈱ 

1,755百万円

近畿農機具 
商業協同組合 

1,512百万円

東海農機具 
商業協同組合 

1,030百万円

その他 4,082百万円

計 24,742百万円

(内保証予約 334百万円)
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(中間損益計算書関係) 

(訂正前) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※４ ―――――――――― ※４ 特別損失の主要項目 

関係会社出資金
評価損 

244百万円
 

※４ 特別損失の主要項目 

関係会社整理損 431百万円
株式会社アイエフの清算に伴
う損失を計上しております。

 

(訂正後) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※４ 特別損失の主要項目 

関係会社投融資
評価損失 

515百万円

関係会社株式の評価損259百
万円及び貸倒懸念債権に対す
る貸倒引当金の計上に伴う損
失255百万円であります。 

※４ 特別損失の主要項目 

関係会社出資金
評価損 

244百万円

関係会社投融資
評価損失 

731百万円

関係会社株式の評価損374百
万円及び貸倒懸念債権に対す
る貸倒引当金の計上に伴う損
失356百万円であります。 

 

※４ 特別損失の主要項目 

関係会社整理損 431百万円
株式会社アイエフの清算に伴
う損失を計上しております。

関係会社投融資
評価損失 

960百万円

関係会社株式の評価損259百
万円及び貸倒懸念債権に対す
る貸倒引当金の計上に伴う損
失700百万円であります。 
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独立監査人の中間監査報告書 

平成19年５月24日 

井関農機株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本監査法人 

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 小  山    彪  ㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 西  原  健  二  ㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 伊  藤  嘉  章  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている井

関農機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る半期報告書の訂正報告書の訂正後の中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、井関農機株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、連結子会社において製造原価に計上すべき金額を

仕掛品として計上する等の不適切な会計処理が判明したため、会社は中間連結財務諸表を訂正している。当監査

法人は、訂正後の中間連結財務諸表について再度監査を行なった。この訂正の結果、中間連結損益計算書に与え

る影響は、売上原価が567百万円増加したこと等により、営業利益、経常利益、税金等調整前中間純利益はそれ

ぞれ576 百万円減少し、中間純利益は717 百万円減少している。また中間連結貸借対照表に与える主な影響は、

棚卸資産が3,048百万円、有形固定資産が329百万円、純資産合計が4,270百万円それぞれ減少している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。  
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独立監査人の中間監査報告書 

平成19年５月24日 

井関農機株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本監査法人 

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 小  山    彪  ㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 西  原  健  二  ㊞

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 伊  藤  嘉  章  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

井関農機株式会社の平成 18 年４月１日から平成 19 年３月 31 日までの第83 期事業年度の中間会計期間（平成 18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る半期報告書の訂正報告書の訂正後の中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、井関農機株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、連結子会社において製造原価に計上すべき金額

を仕掛品として計上する等の不適切な会計処理が判明したため、会社は中間財務諸表を訂正している。当監査

法人は、訂正後の中間財務諸表について再度監査を行なった。この訂正の結果、中間損益計算書に与える影響

は、関係会社投融資評価損失の計上により特別損失が731百万円増加したこと等により、税引前中間純利益及

び中間純利益は729百万円減少している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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